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第１ 趣旨 

この要綱は、山口県警察が保有するヘリコプター・テレビシステム（以下

「ヘリテレ」という。）を適正かつ効果的に運用するために必要な事項を定

めるものとする。 

第２ 定義 

この要綱において「ヘリテレ」とは、警察用航空機に搭載したテレビカメ

ラにより撮影した災害現場、事件・事故現場等の状況を警察本部等のテレビ

画面を通じて見ることができる通信システムをいう。 

第３ 運用基準 

ヘリテレは、山口県警察の航空機の運用等に関する訓令（平成６年山口県

警察本部訓令第２６号。以下「訓令」という。）第４条に規定する警察活動

を行う場合において、必要により運用するものとする。 

第４ 運用責任者 

１ 警備部警備課に運用責任者を置き、警備部警備課長をもって充てる。 

２ 運用責任者は、ヘリテレの運用に係る業務を総括するものとする。 

第５ 運用要請 

１ 所属長は、ヘリテレを運用する必要が生じたときは、ヘリテレ運用要請

（承認）書（別記第１号様式。以下「運用要請書」という。）を作成し、

訓令第１９条第１項に規定する航空機支援要請（承認）書（甲）に添付し

て警察本部長（以下「本部長」という。）に要請するものとする。ただし、

緊急を要する場合は、電話その他の方法により運用を要請し、事後速やか

に運用要請書を提出するものとする。 

２ 本部長は、１の要請を受け、その必要を認めたときは、ヘリテレ運用承

認書を作成し、訓令第２０条に規定する航空機支援承認書に添付して運用

を要請した所属長（以下「要請所属長」という。）に交付するものとする。 

第６ 実施責任者の指定 

１ 要請所属長は、第５に規定する運用要請を行うに当たり、所属職員の中

からヘリテレに関する知識を有する者を実施責任者に指定するものとす

る。 

２ 実施責任者は、警備課航空隊員（以下「航空隊員」という。）と緊密な

連携を図り、ヘリテレの効果的な運用に努めるものとする。 

第７ 運用要領 

１ 実施責任者は、航空隊員と協議し、事前に撮影地域、撮影構図等を検討

しておくものとする。 



２ 航空隊員は、１の検討事項に基づき撮影を行い、映像を警察本部に送信

するものとする。この場合において、航空隊員は、実施責任者と連携を図

り、撮影場所、テレビカメラの位置等の調整を行わなければならない。 

３ 実施責任者は、受信した映像を基に撮影現場の状況等を分析し、その分

析結果を有効に活用するものとする。この場合において、実施責任者は、

受信を行う際に使用する機材を操作するに当たり中国管区警察局山口県

情報通信部員（以下「情報通信部員」という。）に協力を求めることがで

きる。 

第８ 電波障害への対応 

実施責任者は、電波障害により映像を受信することができないときは、可

動式の中継機材を搬送し、当該機材により映像を受信の上、警察本部等に当

該映像を送信するものとする。この場合において、実施責任者は、航空隊員

及び情報通信部員と連携して適正な運用に努めなければならない。 

第９ 運用記録 

運用責任者は、ヘリテレを運用したときは、ヘリコプター・テレビシステ

ム運用記録（別記第２号様式）を作成し、運用状況を明らかにしておくもの

とする。 

第１０ 映像の管理 

１ 映像を録画したときは、要請所属長がその録画した映像を管理するもの

とする。 

２ 映像を部外者等に配信するときは、要請所属長は運用責任者とその必要

性を協議し、本部長の承認を受けなければならない。 

第１１ 障害発生時の措置 

１ 要請所属長は、機器の障害を認知したときは、速やかに運用責任者に連

絡するものとする。 

２ 運用責任者は、１の連絡を受けたときは、中国管区警察局山口県情報通

信部機動通信課長（以下「機動通信課長」という。）と連携し、復旧に向

けた必要な措置を講じなければならない。 

第１２ 関係所属との連携 

運用責任者は、ヘリテレの運用に当たっては、刑事部刑事企画課長、機動

通信課長等と連携を図り、効果的な実施に努めなければならない。 

 


